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１．はじめに 

近年，環境に配慮した持続可能な都市開発

への意識が高まっており，ハード対策の計画

立案時に実施される環境影響評価が重要とな

っている．本研究で対象としたフィリピンの

首都メトロマニラでは洪水は長年の懸案事項

であり，フィリピン政府は洪水脆弱地域に建

設予定となっているハード対策に対して環境

影響評価を行っている 1)．しかし，フィリピ

ンにおける環境影響評価は往々にして主観的，

定性的で単純なものである．  

RIAM（Rapid Impact Assessment Matrix）法

は標準化された評価基準を用いることで，簡

単で定量的な環境影響評価を行うことを可能

にした手法である 2)．RIAM 法は様々な研究

分野で用いられているが 3),4)，国内外におい

て洪水減災ハード対策に対して RIAM 法を適

用した例は見受けられない．  

以上の背景の下，本研究ではメトロマニラ

北西部に位置する流域に計画されている 4 つ

の洪水減災ハード対策を取り挙げ，RIAM 法

を用いて環境影響評価を行った．この場合，

洪水減災ハード対策に対し，4 つの環境カテ

ゴリーごとに RIAM 法の環境要素を一つひと

つ設定し，さらに建設フェーズ毎にそれを区

分することにより環境影響評価を行った．そ

して，本研究で得られた評価結果をもとに，

各 4 つの洪水減災ハード対策を環境カテゴリ

ー別及び建設フェーズ別に検討した．  

２．対象流域と洪水減災ハード対策 

 図-１にメトロマニラと本研究で対象とした流域を示す．メトロマニラはフィリピンの中で最も人口が密集

している行政区域であり，人口密度は 18,000 人/km
2 である．また，フィリピンの政治・経済の中心であり，

2009 年にはフィリピンの GDP の約 30％をメトロマニラが占めている．以上のような高度経済区域であるに

も関わらず，5 月～10 月の雨季に発生する洪水のため，メトロマニラの経済成長が妨げられている 5)．本研

究で対象としたメトロマニラ北西部に位置する流域（図-2 の黒破線内）は面積約 20km
2 に約 160,000 人もの

居住者が定住している．本流域は水質の悪化により限られた水生生物しか生息できず，商業区域からでるプ

ラスチックなどのゴミが河岸に沿って堆積し，また河川のいたるところでゴミが浮遊している．  
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図-1 メトロマニラと対象流域  
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 流域の洪水リスク低減のため，メトロマ

ニラでは 2 つの河川改修事業と 2 つの放水

路事業が洪水減災ハード対策として計画さ

れている．表-1 にこれら 4 つの洪水減災ハ

ード対策の概要を示す．また，図-2 にはこ

れらの実施箇所を示す．表-1，図-2 より，

河川改修事業は堤防 1 と堤防 2 から成り，

これらの堤防によって，堤防からの越流を

防止し，河川の湾岸部や橋台に対する暴風

の影響を抑制することができる．また，放

水路事業は放水路 1 と放水路 2 から成り，

放水路 1 は Polo 川と Palasan 川を結ぶ放水

路であり，放水路 2 は Meycauayan 川の下

流域にある水を排水させる放水路である．  

３．RIAM 法を用いた環境影響評価 

 RIAM 法では Pastakia と Jensen によって

定義された「物理・化学」カテゴリー，「生

物・生態」カテゴリー，「社会・文化」カテ

ゴリー，「経済・管理」カテゴリーの 4 つの

環境カテゴリーにより環境影響評価を行う．4 つの洪水減災ハード対策に対し，各カテゴリーに属する環境

要素を一つひとつ設定した結果，表-2 に示すように 32 の環境要素を抽出した．すなわち本研究では「物理・

化学」カテゴリーに 7，「生物・生態」カテゴリーに 8，「社会・文化」カテゴリーに 14，「経済・管理」カテ

ゴリーに 3 の環境要素を抽出した．また，洪水減災ハード対策の環境影響評価では，さらに「建設前」，「建

設中」，「建設後」の 3 つの建設フェーズの視点が必要と考え，これら 32 の環境要素を建設フェーズ毎に分類

し，表-2 に示した．  

 RIAM 法では表-3 に示す評価基準を用いる．この表より，評価基準はグループ A，グループ B の 2 つに分

類され，グループ A は A1 の各洪水減災ハード対策に対する環境要素の「重要性」及び A2 の「環境変化の

規模」の 2 つに分類され，グループ B は B1 の「永続性」，B2 の「復元性」，B3 の「累積性」で構成される．

そして，それぞれの評価基準を用いて，環境スコア ES を以下の式で計算する．  

ES＝（A1×A2）×（B1＋B2＋B3）  （1） 

次に RIAM 法では式（1）で得られた環境スコアの値を，環境へのインパクトの強さを表すレンジバンド

（表-4）に対応させて評価を行う．環境スコアのレンジバンドにより，洪水減災ハード対策による影響の度

合いを評価できる．例えば，環境スコアが 38 の環境要素は+D に属する．表-4 より環境スコア 0 はレンジバ

ンド NI と NC の両方に対応しているが，全ての評価基準（A1，A2，B1，B2，B3）が 0 の場合は NI（変化

なし）となり，少なくとも 1 つの評価基準が 0 でなければ NC（無視できる変化）となる．  

 

表-1 洪水減災ハード対策の概要  

堤防 1 
堤防 2 

放水路 1 

放水路 2 

図-2 計画中の洪水減災ハード対策の実施箇所  

洪水減災ハード対策 概要 長さ(m) 幅 (m) 深さ(m)

堤防1
捨石を設置し，Meycauayan川の下流部
分の川岸の幅を変える堤防 4,900 4 -

堤防2
捨石を設置し，Meycauayan川の上流部
分の川岸の幅を変える堤防

2,340 4 -

放水路1
掘削によるPolo川とPalasan川を結ぶ放
水路 850 9.6 3

放水路2
掘削によるMeycauayan川の下流部分
の水を排水させる放水路 1,650 5.6 2.1

放水路 2 
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表-2 環境要素  

４．結果と考察  

 4 つの洪水減災ハード対策（堤防 1，堤防

2，放水路 1，放水路 2）に対し，32 の環境

要素の視点で評価を行い，各洪水減災ハー

ド対策に対する 32 の環境要素の評価基準

値（A1，A2，B1，B2，B3 の値）を表-3

の評価基準に従って適切に設定した．そし

て，式（1）によりその環境スコア ES を算

定したもの及びそれに対応するレンジバン

ドを表-2 に示す．図-3 には洪水減災ハード

対策毎に表-2 に示すレンジバンドを環境

カテゴリー別（「物理・化学」，「生物・生態」，

「社会・文化」，「経済・管理」カテゴリー）

に，また図-4 にはそれらを建設フェーズ別

（「建設前」，「建設中」，「建設後」）に示し

ている．  

図-3 より，環境へのインパクトは-D か

ら+D のレンジバンドでおさまっているこ

とがわかる．最も負のインパクトを与えた

環境カテゴリーは「社会・文化」カテゴリ

ーである．これは洪水減災ハード対策を実

行する際に，堤防の計画地に住む居住者（不

法居住者を含む）や放水路の計画地に住む

居住者を移住させる必要があるからである．

これは，表-2 における堤防 2，放水路 1 の

環境要素 No.16 で算出された環境スコアに

対応している．堤防 2，放水路 1 のレンジ

バンドが-D になっている一方，堤防 1，放

水路 2 のレンジバンドが-C に留まっている

環境スコア レンジバンド 環境スコア レンジバンド 環境スコア レンジバンド 環境スコア レンジバンド
1 開拓による土地問題 建設前 0 NC 0 NC 0 NC 0 NC

2 土地利用の変化 建設中 0 NI 0 NI -14 -B 0 NI

3 地質学と土壌侵食 建設中 -14 -B -14 -B -10 -B -10 -B

4 飲料水 建設中 0 NC 0 NC 0 NC 0 NC

5 川の浸食作用 建設中 12 +B 12 +B 0 NI 0 NI

6 地表水と地下水 建設後 -5 -A -5 -A 0 NI 0 NI

7 水圧状況 建設後 36 +D 36 +D 18 +B 18 +B

8 水生生物の生息地 建設中 -10 -B -10 -B 0 NI -10 -B

9 野生動物と地球に対する影響 建設中 -7 -A -7 -A 0 NI -7 -A

10 河岸と湿地 建設中 -10 -B 0 NC 0 NI 0 NI

11 建設による廃棄物 建設中 -7 -A -7 -A -7 -A -7 -A

12 水生生物・淡水生物 建設中 0 NI 0 NI -6 -A -6 -A

13 地表水の水質 建設中 -6 -A -6 -A -6 -A -6 -A

14 水生生物の生息地 建設後 6 +A 6 +A 0 NC 0 NC

15 水質 建設後 6 +A 6 +A 0 NC -6 -A

16 居住者の移転 建設前 -28 -C -42 -D -42 -D -28 -C

17 国民意識 建設前 0 NI 0 NI -6 -A -18 -B

18 大気の状態 建設中 -5 -A -5 -A -5 -A -5 -A

19 騒音 建設中 -4 -A -4 -A -4 -A -4 -A

20 人口の変化 建設中 -4 -A -4 -A -4 -A -4 -A

21 予算 建設中 8 +A 8 +A 8 +A 8 +A

22 住宅の特徴 建設中 0 NC 0 NC 0 NC 0 NC

23 労働者の健康と安全 建設中 -4 -A -4 -A -4 -A -4 -A

24 一般市民の健康と安全 建設中 -4 -A -4 -A -4 -A -4 -A

25 観光地 建設中 0 NC 0 NC 0 NC 0 NC

26 地方計画 建設中 4 +A 4 +A 4 +A 4 +A

27 公共事業 建設中 -4 -A -4 -A -4 -A -4 -A

28 自然環境と健康への被害 建設後 30 +C 30 +C -8 -A -8 -A

29 氾濫発生率に関する都市生活 建設後 30 +B 30 +B 15 +B 15 +B

30 資産 建設後 5 +A 5 +A 5 +A 5 +A

31 開発 建設後 15 +B 15 +B 15 +B 15 +B

32 地方経済 建設後 30 +C 30 +C 30 +C 30 +C

No. 環境要素 建設フェイズ
洪水減災ハード対策

堤防１ 堤防２ 放水路１ 放水路２環境カテゴリー

物理・化学

生物・生態

社会・文化

経済・管理

グループ 評価基準 値 概要

4 国家レベルで重要な状態

3 自治体レベルで重要な状態

2 地域レベルで重要な状態

1 局地的な場所でのみ重要な状態

0 重要でない状態

3 目にひくほどの改善

2 現状を大きく改善

1 現状の改善

0 変化なし

-1 現状より悪化

-2 現状より大きく悪化

-3 目にひくほどの悪化

0 変化なし

1 無視できる変化

2 一時的な状態

3 永続的な状態

0 変化なし

1 無視できる変化

2 復元性がある状態

3 後戻りできない状態

0 変化なし

1 無視できる変化

2 １つの因子に作用

3 多くの因子に作用

A

A1
(重要性)

A2
(環境変化の規模)

B

B1 (永続性)

B2 (復元性)

B3 (累積性)

レンジバンド 環境スコア 概要

+E 72～108 目にひくほどの良い影響を与える

+D 36～71 良い影響を大きく与える

+C 19～35 良い影響を適度に与える

+B 10～18 良い影響を与える

+A 1～9 良い影響をわずかに与える

NI 0 変化なし

NC 0 無視できる変化

-A -1～-9 悪い影響をわずかに与える

-B -10～-18 悪い影響を与える

-C -19～-35 悪い影響を適度に与える

-D -36～-71 悪い影響を大きく与える

-E -72～-108 目にひくほどの悪い影響を与える

表-4 環境スコアのレンジバンド  

表-3 評価基準  
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のは，図-2 に示すようにこれらの地域人口密

度は相対的に小さいので，洪水減災ハード対

策を実行する際に移住させる居住者の数が堤

防 2，放水路 1 に比べて少ないためと考えら

れる．最も良いインパクトを与えた環境カテ

ゴリーは，堤防 1，堤防 2 では「物理・化学」

カテゴリーであり，放水路 1，放水路 2 では

「経済・管理」カテゴリーであった．これは，

表-2 における堤防 1，堤防 2 の環境要素 No.7

と放水路 1，放水路 2 の環境要素 No.32 で算

出された環境スコアに示されているように，

対象流域の水圧状況の改善と地域経済の発展

に大きな効果があると考えられるからである．

本研究で対象としている洪水減災ハード対策

による負のインパクトの中で，最も環境要素

数が多かったのは-A のレンジバンドである．

これは全ての洪水減災ハード対策において，

わずかながらの負のインパクトが起こりうる

ことを示している． 

次に図-4 より，どの洪水減災ハード対策で

も「建設前」のフェーズで最も高い負のイン

パクトが生じることが分かる．これは，表-2

における全ての洪水減災ハード対策の環境要

素 No.16 で算出された環境スコアに示されて

いるように，洪水減災ハード対策を実行する

際に「建設前」のフェーズで，対象流域に住む居住者を他の地域に移住させる必要があるからである．また，

どの洪水減災ハード対策でも「建設後」のフェーズが最も正のインパクトを与えていることが分かる．これ

は，表-2 における堤防 1，堤防 2 の環境要素 No.7 と放水路 1，放水路 2 の環境要素 No.32 で算出された環境

スコアに示されているように，対象流域の水圧状況の改善と地域経済の発展に大きな効果があると考えられ

るからである．  

５．むすび 

 本研究ではメトロマニラ北西部の都市流域において，4 つの洪水減災ハード対策の環境影響を定量的に評

価するために，RIAM 法を用いて環境影響評価を行い，各洪水減災ハード対策に対して 32 の環境要素の環境

スコアとレンジバンドを算定した．その結果，全ての洪水減災ハード対策において，「社会・文化」の環境カ

テゴリー及び「建設前」のフェーズで最も負のインパクトが生じることが示された．  
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図-4 建設フェーズ別のレンジバンド  

図-3 環境カテゴリー別のレンジバンド  

堤防 1 堤防 2 

放水路 1 放水路 2 

堤防 1 堤防 2 

放水路 1 放水路 2 


